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特 集 整備が進む「インダストリー4.0」対応の環境

進む生産プロセスのデジタル化

　ドイツのBosch社や米国のGeneral Electric

社をはじめ、製造業のグローバル先進企業で

は、「インダストリー4.0」に向けた取り組み

が加速している。取り組みの中心は、企業経

営から製造プロセス、物流プロセスに至る生

産活動の全体をデジタル化した、いわゆるサ

イバーフィジカルシステム（Cyber-Physical 

Systems：CPS）と呼ばれるシステムの構築

である。

　さらに、製造業という産業全体を変革し高

度化していくために、協力工場やサプライ

ヤーを含めたグローバルな生産プロセスの全

体を統合してデジタル化、ネットワーク化す

る動きも進んでいる。そしてこのために、世

界の工場や企業間において生産やビジネスに

関する情報を自動的に交換できるようにす

る、プロセスや各種ソフトウェアの規格化、

標準化も進められている。

　しかし、規格化や標準化の対象は、生産設

備間のデータ連係から、企業間のビジネス連

携に至る幅広い分野に及び、また情報セキュ

リティーなどの難しい問題も含まれる。その

ため、標準の策定には時間がかかっているの

が現状である。

　一方で、標準化を待たずに、先進的な企業

が先行して取り組みを進める動きも盛んであ

る。製造プロセス全体の統合は、企業が個別

に全ての機能を整備することによって実現で

きるものではなく、デジタル化された基盤の

上に多くの企業が自らの技術を持ち寄り、全

体が機能する仕組み（エコシステム）をつく

り上げることにより初めて可能となる。製造

業のデジタル化には、製造設備を含む広範な

ハードウェアやソフトウェアを統合する必要

があることから、さまざまな利用目的を想定

して、どのように統合し、どのように活用し

ていくべきかを体験する運用試験設備が必要

となる。これがテストベッドと呼ばれるもの

である。

　米国では「インダストリー4.0」の代わり

に「インダストリアルインターネット」と

いう呼び方をするが、米国で2014年3月に

設立された「Industrial Internet Consortium

（IIC）」は、標準化をドイツに任せて次々と
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新しいテストベッドを立ち上げ、成果を上げ

ている。それによって事例を積み重ね、周辺

の産業も巻き込んだエコシステムを構築し、

事実上の標準とすることで競争力の向上を図

ろうというのである。

　このようなエコシステムの特徴は、中核的

技術を有する企業が他の企業と連携すること

により、競争戦略におけるゲームのルールを

変える力を持つことができるという点にあ

る。このため多くの企業は、自らの技術を中

核に据えたエコシステムを構築するために、

自社に足りない技術を持つ他の企業と連携し

てテストベッドを構築しているのである。

　このように、「インダストリー4.0」は標準

化の議論という側面を持ちながらも、一方で

は、新しく生まれる市場の支配権を求めたエ

コシステムの構築競争という側面も持ってい

る。そしてこの市場支配権をめぐる、大規模

な先進企業群や、関連した先進技術を持つ企

業群のエコシステム構築競争の動きそのもの

が、標準化に時間を要しながらも「インダス

トリー4.0」がダイナミックに進みつつある、

その原動力となっているのである。

システムプラットフォームの
構造的変化

　このような動きのなかで、世界をリードす

る製造業やソフトウェア企業およびクラウ

ドサービス企業は、「インダストリー4.0」の

概念を具体化するIoTの巨大なネットワーク

に向けた、プラットフォームとしての製品ソ

フトウェアサービスを次々に提供し始めて

いる。ドイツではSiemens社のMind sphere

や SAP 社 の Leonardo、 米 国 で は General 

Electric 社の Predix、Microsoft 社の Azure、

IBM社のBlue mixなどである。

　これらのソフトウェアサービスは、膨大な

数のセンサーやデバイスから送られるデータ

を巨大なデータのプール（データレイク）に

蓄積し、そのデータを活用するためのアプリ

ケーション群を整備し、それらのアプリケー

ションから末端の機器を操作するシームレス

なネットワークと、その上で多様かつ膨大な

データをシームレスに取り扱うための仕組み

からできている。

　個々のサービスによって違いはあるが、い

ずれもオープンなインターフェースにより、

どのようなセンサーやデバイスでも自動的に

ネットワークにつながる、いわゆるプラグア

ンドプレイ化を目指している点では共通して

いる。また、アプリケーション側から見ても

オープンなインターフェースが提供され、自

由にアプリケーションを構築したり、アプリ

ケーションを次々に取り換えて動かすことが

できる環境を整えている点も、共通した大き

な特徴である。このようにして、サービスに

オープンに接続されるさまざまなハードウェ

アやアプリケーションによって、先進企業は

自らのプラットフォームサービスを中心とし

た巨大なエコシステムを構成していこうとし

ているのである。

　アプリケーションに関しては、その提供形

態が米国 Apple 社の iPhone 向けアプリのそ

れとよく似た仕組みを目指している。多くの

サプライヤーが自由にアプリケーションを構

築し、それを iPhone アプリのマーケットプ

レイスであるApp Storeと同じように、市場
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で取引する形で提供していくモデルである。

アプリケーションの中には、機械学習システ

ムや位置情報追跡システムのように、さまざ

まなアプリケーションで使われる “共通エン

ジン” もある。アプリケーション開発者は、

それらのエンジンを組み合わせて目的を実現

することになる。

　上記の総合的なソフトウェアサービスは、

これまで一般的に “基盤” と呼ばれてきたシ

ステムプラットフォームとは全く違う構造

を持っている（図1参照）。かつての “基盤”

は、今やあらゆるハードウェアがシームレス

かつオープンにつながった巨大なものとな

り、アプリケーションはこの “基盤” とは分

離された形で、利用目的ごとに独立したもの

として開発される。まさにオープンイノベー

ションとエコシステム構築によって実現され

たこのようなソフトウェアやサービス群が、

「インダストリー4.0」を推進するためのプ

ラットフォームに成長していくものと期待さ

れている。

中堅・中小企業を巻き込むため
の政策支援

　「インダストリー4.0」は、国境を越えた企

業同士の連携、ビジネスプロセス同士の連携

や統合により、グローバルな産業とその生産

プロセス全体を高度化し効率化することを意

味している。これを実際に進めるためには、

生産プロセスに参加する全ての企業の活動を

デジタル化し、相互の連携を可能にするCPS

の実現が必要であり、それによって初めて大

きな効果が生み出される。

　ここで問題となるのが、大企業に比べて遅

れている、中堅・中小事業者への対応であ

る。大規模な先進企業でも、全ての生産を自

社内で行っているわけではなく、外部の中

堅・中小規模の製造業とのネットワークに

よって生産が成り立っているため、こうした

企業がCPSのネットワークに参加することに

よって初めて全体の効率向上が可能になる。

産業全体の改革のためには、これらの企業に

図1　「インダストリー4.0」のためのシステム基盤と既存システムの連係
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デジタル化を浸透させることが必須だが、多

くの場合、システム的な対応が不十分である

など、デジタル化の進行は遅い。そこでこれ

らの企業がシステム改革を進めてエコシステ

ムに参加できるようにするため、国や行政機

関、教育機関、先進大企業などが一体となっ

て支援策を提供し始めている。

　多くの場合、中堅・中小企業においては、

どこからデジタル化に着手すればいいか、ど

こまで対応すべきなのか、どのような効果が

得られるのかといったことがよく分からない

という問題がある。そこでドイツでは、この

ような問題を解決するための1つの施策とし

て、デジタル化への対応の現状を知るための

成熟度評価モデルの準備が進められている。

これによって、個々の中堅・中小事業者が自

社の現状を知り、対処すべき課題を明確にす

ることを支援し、デジタル化された生産ネッ

トワークへの参加を加速させようとしている

のである。

　さらに、導入すべき技術を選択して試行

し、技術を習得していくための支援策として

準備されているのが前述のテストベッドであ

る。ドイツでは政府や研究機関により設置さ

れており、米国や一部の新興国では先進企業

やコンサルティング企業が中心となって整備

しているケースが多い。

　テストベッドを利用する企業は、用意され

た教育プログラムに沿って、具体的にどのよ

うな対応が必要なのか、どのようなメリット

があるのかを体験することができる。特徴的

なのは、個々のテストベッドが相互にネット

ワークでつながれ、自社のニーズに合ったも

のを選択することが容易だということであ

る。それが可能なのも、デジタル化された生

産ネットワークの大きな特徴である。中堅・

中小事業者は、このようなテストベッドを活

用してデジタル化に必要な技術を学び、さま

ざまな課題を解決しながら段階的に生産ネッ

トワークに参加していくことができるように

なる。

エコシステム構築競争を通じた
システムプラットフォーム整備

　ドイツでは、成熟度評価モデルやテスト

ベッドは国や公的機関が先進企業の協力を得

て整備する形となっているが、別の見方をす

れば、先進企業にとっては、自社の協力企業

や顧客である中堅・中小企業を自らのエコシ

ステムに参加させるための手段ともなってい

る。「インダストリー4.0」という産業全体の

改革が、先進企業のエコシステムの構築競争

により進められていくという特徴を持つのは

そのためである。

　この競争の1つの動輪は、巨大グローバル

企業のソフトウェアサービスによるシステム

プラットフォーム整備の競争である。そして

もう1つの動輪は、政府や大学などが先進企

業の支援を得て、成熟度評価モデルやテスト

ベッドの整備を通じて中堅・中小事業者を囲

い込んでいく、エコシステムの規模拡大の競

争である。これに、「インダストリー4.0」を

変革のチャンスと捉えた中国や新興国の国家

戦略が加わって、さらに競争が加速されつつ

ある。このような競争を通じて、「インダス

トリー4.0」のシステムプラットフォームの

整備はますます進んでいくことであろう。 ■
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